
談 話 室

日米 科 学 協 力 に つ い て

物性若手グJI,-プ事務局 (京大 ･理 ･物甥)

｢科学協力に関する日米委員会｣の計画 している ｢固体物理における日米科

学協力｣に関 しては ,すでに ,本誌 4月号で名大物性若手グ′レープが見解を論

じているOその後 ,他の多 くの支部 より反対意見が出され ,物性若手グループ

では ,4月の仙台の学 会の折に絵会を開き(I)の様な声明を採択 し ,上記の計画

に対する問題点を全国に訴えた｡一方 , ｢物性研だより｣4月号に ,計画の責

任者である永宮健夫氏による ｢計画の紹介｣がなされ ,また 4月の学 会の時給

成 された ｢日米科学協力についての懇談会｣ (責任者 ;阪大 ･三輪 .,白鳥氏)

か らサーキ>ラー第-号が発行されてお り ,今回の計画の内容 ,性格およびこ

れに対する代表的な意見は大体明らかにな ってきたであろ う0

-万 ,4月に阪大で開かれた ｢超高圧における日米協力｣を検討す る目的の

いわゆる"叩 rVey.ノラeminar姐 の討議の結果 ･超高圧分野の日米協力は取や

め とな ったが ,今度は固体物理 全柾として 日米協力をこして行 こ うとい う提案が

なされた｡ 5月28日の物性小委員会では ,正式に ｢日米科学協力｣が議題 と

な り討議されたが後に述べる如 く ,結論は未だ出ていないo

叉 ,全国の研究者の中に ,かな り疑問ないし反対の声が 上っているとい う現状

において ,今年度の第 7回 日米科学合同委員会で ,何 らかの具体的な方針が決

定されるかも知れない ,とい う時期を迎 えている｡ このよ うな事態に対 し ,戟

我物性若手グループとして ,引続き対処 して行かね ばならないと考え ,ことに

｢声明｣及その補足 として我々の見解を述べ ,全国の研究者に ,この計画のも

つ危険な性格を知 ウていただきたいと思い投稿した次第であるo

最後に ,参考の為に簡単な経過 と最近の動きについて述べるo
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日米科学協力について

(I) ｢固体物理における日米科学協力に対す る声明｣

1967年 4月3日 物性若手 グJL/-プ総 会

｢科学協力に関 す る日米委員会｣は 19_61年 の発足以来 ,様々な問題 をは

らみ ,多 くの疑問を投げかけなが らも ,現在 ます ます 強化 され てきてい ます｡

同委員会があらたに固捧物理学の分野壱 日米 協力 事琴を拡げ る事牡 ,更に多 く

の科学研究者を問題 の渦中にひき入れ る事にな りますo ここに私達 は同委員 会

の下で行われ る日米科学協力 に対 して以 下の理由をも って反対 の意を表 明 しま

す｡

日米科学委 員会は科学 者の 自主的 ･犀主的 ･発議に よ →て組織 され たもので

はな く ,1【961年 の池 田-ケネデ ィ会談 の共同声明に基 いて ,日米安食 保障

体制を科学 の面か ら支える とい う政治的要請 に こた える形でつ く′られた も､ので

す. 同委員会が 日太学術 会議 の意向を十分尊重す る事な く作 られ ,政府関係 者

ーと一部学識経験者に よって運営され ている事は ,日本 の科学者の自主 的 ･民主

的代表機関である日太学術 会議 とその下部機関 の権限 を実質的に無力化 し ,政

府 の科学研究に対す る介入 と支配を強化する結果を招 き ますo

この様 に全 国の科学者 の総意を問 うことな く ,重要なテ ーマが決定 され ,従

来の貧困な科学行政にも拘 らず ,同委員会の協力事業 に多額 の資金 が特別に援

助 され る事は ,日本 の科学者 の自主性 ･民主性を弱め ,日太 の正常 な科学の発

展を保障す る研究終制 の確立 を阻害す るものであ りますo また -そのテ ∵マの

内容においても軍 事利用 の危 険睦の高 いものがある事は十分警戒 しなけれ ばな

りません｡

私達 は科学 の国際協力 は ,日永 の科学 の発展に とって非常に重要である と考

えます｡ しか し ,その協力が もし特定 の相手国にのみ偏 るならば ,それ はむ し

ろ有害であ りましょ う｡ 同委員会の協力事業が資金的に優遇 され ,制 度的に強

化 され る事は ,この点で非常 に危険な傾 向 といえます｡科学 の国際協 力 は学術

会議 の ｢国際協力に関す る 5原則｣ に則 !),科学者 の自主性 ･民主性に基 い て

全世界的に行われ るべ きであ ります:｡ J/三

日太 の科学の正 しい発展 を嘩 う我 々物性研究者は ~,現在 の貧困な研究条 件を

あ らためるためには ,この様な安易な道を選ぶ ので はな く ,真に科学者 の自主
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固鉢物矧 こおける日米科学協力に対する声明

性 ,民主性が生かされるべき正 しい研究体制軌確立に努力 しなければなりませ

ん｡

掛 こ最近計画されている固匪物理における日米科学協声も ,物性研究者の絶

景によるのではなくて一部有力者によって進め られており ,上記の観点に基いて

て私達はその実行に反対するものあります｡

以 上

(D) 我々の見解

我々は ,我国の科学の国瞭交流のあ り方 とい う点から ,日米科学委員会の計

画に反対せざるを得ない｡我々は学術会議の ｢国際協力に園する見解 (5原則jJ

(第 34回線会)の精神に全 く賛成であり,すべての国瞭交流はこの精神に則

って行 うべきである ,と考えるO ｢5原則｣では ,まず ｢科学の国際協力は単

に研究の進歩 とい う観点からだけではな く ,それが社会の他の分野に与える影

響 も考えて広い視野か ら検討 しなければならない｣とされ ,次の 5点が唱われ

ている｡

科学の国際協力は

1. 平和への貢献を目的とする｡

2. 全世界的に行な う｡

3. 呂主性を重んずる｡

4. 科学者の間で対等に行な う0

5. 成果を公開す る0

日米科学委員会は ,この精神に全く矛盾 した性格を持つものである｡ 同委員金

時そ･の共同声明の中で ｢平和 目的｣を唱 っているが ｢平和への貢献｣とは '5

原則にもあるよ うに . ｢単に軍事利用を排除するとい う消極的 目的にとどまら

ず ,国際協力を通じて全世界に平和をもたらす為の重要な貢献をする責任があ

る｣とい うことを意味するのであ って ,日米科学委員会は事業の内容及び成立

のいきさつからみて ,裏に平和を目的 とするとは思えないo

なぜならば日米科学委員会は ,日米安保体制を科学 の面から支えるとい う政

治的要請を第-にして作られたものであるoそれは .成立の動機とな ったのが ,
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日米科学協力について

新安保体制確立をかけて行われた '61年 の池田 - ケネデ ィ会談であ った こと

を思い起せば十分であろ うO その時の声明に よれ は , ｢日米安保条約｣ の 目的

達成の為 ,両 国間のより幅広 い ,より緊密な協力が必要である.ことが確認 され

｢経済 ･貿易｣ .｢教育 ･文化｣ ,｢科学｣ の三分野における ｢協力｣ を促進

する為 の三零 邑会が設け られたのであるo このよ うな動 きが ,当時のアメ リカ

07ケネデ ィ政塵 の ｢新 しい｣対アi7ア政策に沿 ったもので あることは ,いわゆ

る , ｢コソロン報告｣ (中央公論 35年 1月号) や ライシ ャワー大使 の著書 な

どに 目を通せば明卓であるo即ち , ｢従来の米 国のアL>ア政策は軍事を正面に

出し過ぎた為 ,十分効果を上げ得ず ,反感を買 っているo 安定 した同盟関係 を

綻持す る為には ,政府 との交渉だけでは不十分であ り ,野党 ,知識人 .文化人

をは じめ より広 い層 との知的 ,政治的 ,文化的な接触 と交渉が重要である｣と

の考えを科学 の分野で具体化 したのが ｢科学協力に関す る日米委員会 ｣で あるO

更に ,日米科学委員会のこれ までの寧業に 目を通す と ,最近問題にな った米

陸軍 か らの援助のテーマと共通 した ,アi7ア太平洋地域 の戦略に とIDて軍 事利

用度の非常に高 いものがかなりあ り ,日東 の科学研究を 直接利用 しよ うとす る

､意図が うかがわれる｡ アメ リカ側委 員の中には .軍研究機関 の肩書きをもつ人

が含 まれていることも事実で ある｡ 例 えば次の人 々は正式 の肩書 き以外にも次

のよ うな粛書 きをも1ているo

例 H･C･Ⅹe工Iey 痛 董裏尭欝雷管等誓霊鷺曇 )

D- Oronk (志筆 写 苦言覧学研究所調整官)

C.D.HasklnS(国家防衛研究委員会指導的 メンバ)

このことか ら ,軍関係の要求 が暗然の中に提出.され実現す ることも十分予想 さ

れ る｡

学術振興会発行の ｢日米科学協力事業のしお り｣にある共同声明や 日米科学

委 員会自身の発行 した種々の報告書 の中の文章をあげて ｢日米科学委 員会は純

粋に学問的興味に基づ くものである｣との見方 もあるが ,以 上の事実を考えあ

わせるとこれは物事を余 りに も一面的に しか見ていないといえよ うO これ らの

文献に裏にあるこのよ うな意図が明文化 されていないのは当然 のことであ り ,

我 々が判断する時には ,当時か ら現在量 の社会全経の情勢の動 きを考えるべ き
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固陳物理における日米科学協力に対する声明

である｡

我々はこのよ うな問題に対 しては科学者 としての社会的費任に基づいて対処

すべきであり ,現在ベ トナムで残 虐な侵略行為を拡大 し ,日東にも基地 を置き

日太 と世界の平和を脅か しているアメ リカ政府 と.,それに協力 している日太政

府 とい う,両国政府の ｢政府間 レベル｣ での日米科学協力事葉には協力すべき

ではないであろ うo 国際協力を通じて ,科学者が積極的に平和に貢献する為に

描 ,両国の平和を願 う科学者の自主的な活動として行 うべきであるo

このように科学 の国際協力は科学者の総意 と自主性に基づいて行われるべき

であ って ,日米科学協力のよ うに広い分野にわたる組合的国際協力は当然 ,学

術会議のイニシアチブで行われるべきであろ う｡ にも拘 らず ,日米科学委員会

は ,政府間協定により ,政府のイニi/アチプで ,学術 会議の存在 を全く鯖祝 し

て作 られたことは明白な事実であるO 学術会議では ,日米科学委 員会の第-回

会議 ('61年 12月)の直前 , 10月の第 34回 線 会にな って初めて会長 より

｢日米委員会に対する協力｣とい う形で提案がなされている｡ 総会では ,事前

に何 らの諮問もな く準備を進めてきた政府 と計画推進者 のこq)ような捨置に対

･して多 くの疑問 ･遺憾の意が表 明され , ｢協力す る｣との結論に至 っていないo

同じ総会で 上記の ｢国際協力に関する見解｣を採択 し ,後に会長が ｢会長｣の

資格で委員会に参加することを認めたのは ,決 して積極的に協力す る為ではな

く ,このよ うに して作 られた 日米科学委 員会自身が 日泰 の研究体割に重大な影

響を及ぼす ことか らして , ｢監視｣ してし､くことを含んだ ,必要な措置であ ･5

た といえるoその後も学術会議に対 しては ｢事後報告｣がなされるだけ とい う

状態である｡

日米科学委員会の計画が今後も大々的に行われ対象分野も拡大 されてくると

我国の科学研究の発展と研究体制の確立に大いに悪影響を及ぼす と考えられ る｡

同委員会においては科学者の代表 としてではな く ,政府か ら委嘱された少数の

委員によってテーマが決定され ,それに参加す る個人叉はグJL,-プに対 し ,一

講座の年間較費に相当す る額の予算 (大 陸-チ-マ当 り年間 3-400万円以 上)

が簡単に出されているO 現在 の貴国な研究条件を考える時 , ｢日米科学委 員会｣

の計画に沿 った研究テーマを選ぶ とい う傾向が生 じることは当然予想 されるo

また ｢日米科学委員会｣の予算が文部省 の ｢科学振興予算｣か ら出ている以上
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8米科学協力について

｢日米科学委 員会｣の予算計画が ,科研費などの正規の研究費の増加を圧迫 し

ない とも限 らない. このよ うな事態 は ,我国の特色 ある創造的研究再発巌をま

す ます歯#にす るであろ う.学術会議 dl元会長 (現在 ,会長 は参加 していない)

現会員が委員に入 っているので学術会議 の意向は十分反映 されてお りこのよ う

な心配はないとの意見 もあるが ,これ らの委員は ,決 して正式な代表 としてで

はな く ,全 く個人的に政府の委嘱で委員にな っているのであり ,委 員会におけ

る発言や行動も ,委 邑個人の判断 ,或いはせいぜい少数の親 しい間柄の人 々の

意見に基づ くものであることは .今度の計画が ,物小委で明 らかに され るまで

に ,どれだけ進め られていたかを見れば明らかであるo この様 な運営が何を導

くか ,最 も危険なのは ,科学者 の総意 と自主性を無視 して .政府 の意志に よ っ

て ,運営が左右され るよ うになる ,とい うことである｡

このよ うな 日米科学委員会の性格を見てみると ,それは この数年来の政府 の

科学技術政策に全 く一致 しているといえるo即ち ,最近の科学技術政策 の重点

は ｢科学技術 会議｣ (議長を絶理大臣がつとめ ,大蔵 ,文部大臣 ,経済企画庁

長官 ,科学技術庁長官 ,日養学徹会議議長及び総理大臣の任命す る学識経験者

5名によ-て構成 されているo)の設置 ,｢科学技術 10ケ年計画｣ などに端

的に現れているように ,日産の科学技術将来計画を ,政府 の意のままに推 し進

めていくことであり ,その実現 の為に学術会議など科学者の自主的な組織 ･機

関 の権限を実質的に無力化 し ,予算面でも正規の予算を極力押え ,政符の意向

を反映 し易い新 しい別 ワクの予算を拡充 しているのである｡ このような政策 の

下で ,研究者自身は最初 ,純粋に学問的興味わみで出発 していでも ,気 がつ い

てみると研究株制が政府の支配体制にす っか り組み込 まれてお り ,ひいては軍

事体制に までひきず り込 まれ･るo とし､う不幸な結果も招 き-かねないことは ,過

去 の歴史が実証 していることであり ,との為さとこそ ,科学者の自主性が尊重 さ

れなければならないのである｡

科学 の国際協力は全世界的に行 うべきであることは豆療財でも唱 っているが

日米科学委員会は ,･米国 と'い う特定の一国との交流 のみを保障 ･強化 してい く

とい う,まさに先に述べた ,裏にある政治的な意図を抜 きに しては到底考え ら

分野に使われ る予算だけでも ,学術会議 が全世界を対象にした国際会議に使う
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固体物矧こ解ける日米科学協力に対する声明･経過及最近の動き

予算の半分 ,ないしそれ以 上に淳 しているO )我 々は 2愚問の国瞭協力は勿論

否定す るものではないが このよ うな偏lDた国際交流は ,日太 め科学の正常な発

展に とってかえ って有害であると考えるム

我 々は科学の国瞭協力は非常に重要なものと考えるが ,日米科学委 員会の事

業が以 上述べてきたよ うな性格をもつ以 上 ,反対せざるを得ないO

現在の貧困な研究条件を改善 し .日永の科学研究を発展させて行 く為には ,

このよ うな危険性をもった安易な道を選ぶのではな く ,科学者の主終隆が生か

され るべ き正規の方途を追求 しなければならないであろ う｡

(m) 経過及最近の動き

日米科学委員会についての詳 しい紹介は後記の資料 を参照 していただ くこと

に して ,ここでは問題の経過を簡単にふ りかえ ってみる0

日米科学委員会の事業は大きく分けて

･㊥ 人物交流

④ 情報 ･資料交換

@ 特定の分野における研究協力

であるが物性関係において次の計画がなされていることを事務局が知 ったの

は春の学会前の未年 2月であ った｡

ll) 今年の秋 ,Bostonで開かれる磁性の置瞭会議の後で①の稀門に属す る

｢磁性理論セ ミナー｣が計画されていること｡

(2) 昨年 10月の第 6回日米科学合同委員会で ㊥の部門の協力研究テーマと

して ｢固終物理｣が提案され ,まず ｢超高圧物性｣について換討 され よう

として ｢固体物理｣が提案 され ,-まず ｢超高圧物性｣ について検討 され よ

うとしていること｡

この時局に瞭 し ,事務局としては ,問題の重要性お ら ,全 国の支部に換封を要

請 したが ,多 くの支鰐か ら基太的に反対の東急が表明され ,それに基づいて4

月毎学会の折の総会において前記(I)の声明を採択 したO

二その後 ,計画の推進者の一人である永宮健夫氏 と事務局の間で ,二 ,三 度書

簡に よ云て議論があ らたが ,氏の意見は ,大体 ｢物性房だより｣4月号の記事
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日米科学協力について

で尽 され ている｡

また ,特 に.ai目しなけれ ばならない動 きとして ,物性研超高圧研究室 の若手

研究者及大学嘩 会が ,反対 の声明を出し ,計画に協力 しない ,との態 度を表 明

した ことである､.I(物理学会誌 ･6月号 ･'67年)

このような中で ,4月に開かれた 〟survey semInarbにおいて ,大 体次 の

よ うな理 由で ｢超高圧｣の計画は中止されたo

① 協力 の効果 を1 げ るに必要 な 日速側の体制が整 っていないO

② 物性研 が実質的 に参加で きない状況では ｢超高圧技術 の開発｣に歪小化

される恐れがある｡

しか し ,同時に ,超高圧を強請せず ,固体物理全練におけ る協力は .進めて

行 く必要 がある として ,日米科学委員会に次の よ うな主 旨の勧告が され る予定

であるo (物小委に送 られた資料 に よる)

㊥ 妓術ではな く科学 上の興味に基づいて協力を組織す るO (テ ーマとして

磁性 ,イオン結晶の格子欠櫨 ,結晶中の遷移金属 イオ ン ,固体中の獲和現

象が 上げ られ ている｡)

④ 両国の実験 ･理論の分野で広 い見地 をもつ指導的 な学者 4- 6名 より成

る永続的なパ ネルを設け る｡

㊥ トピ ックをきめ ,両 国か ら 10人程 度の学者でセミナーグJL,-プを構成す るo

④ セ ミナーグループ の目的 は

(a) 各分野 での最近 の動 きを分析 し ,実 りの多い方 向を打 出すO

(b) 特定 の個人 またはグ JL,-プ間の共同研究 を準備す るO

最近 ,5月 28日の物小委では この よ うな状況を迎 えている ｢日米科学 協 力｣

について議論がなされた｡参加 した若手グループ会員の報告 に よると ,先ず '

永宮 ･小谷 (日米科学合 同委員)両氏 より日米香 につ いて説明がなされ ･その

級 ,委 員長 が賛成 ･反対 ･条件付賛成等 の立場 を明 らかに したいと述 べて討論

に入 ったo主 な意見をあげ てみると ,

o学 術会議等の他の国際交流 の費用 とバ ランスが とれ ていないのは困 った

ことだが物性研究の進んだ米 国 との研究協力が可成行 えることはプ ラスで

ある｡
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経過及最近の動き

o 政治 上のことは抜 きで考えるべきである｡

o 他のルー トではここ 5年間は金が出ないが反対する研究者が多数あ って

･分裂が生 じれば与イナスであるo

o 以前地学関係の国際協力計画が日米協力の為にかき回され ,研究者の間

に分裂が生 じた例があるo

o 日米に入るか人 らぬかで研究者の間に格差が生 じては困る｡

など ,種々の意見が述べ られ ,討論は時間的な制約に より打切 られた｡ 結局 ,

結論は出ず ,引続き秋に換討す ることにな U,,た.

このよ うに . ｢同体物理における日米科学協力｣ は ,超高圧の中止に よって

解消 されたのではな く ,逆に ,日太の固体物理 全体が ｢日米協力｣に組み入れ

られ よ うとしているとい う重大な情勢を迎えている｡我々は ,日太の物性研究

の将来にかかわる問題 として ,注意の目を一瞬た りとも怠 ってほならないだろ

う ｡

(資 料)

o 学 術月報 vo114.No8,ll ,･ vo115.No3,10 ;
vo116.No6, ll ; vo117.No5

vo118.No7.

0 ｢物性若手事務局ニュース｣'67No4,5

0 ｢物性研究｣'67 4月号 (vo17, No6)

o ｢物性研だより｣'67 4月号

o ｢日米科学協力について｣･･- ｢日米科学協力についての懇談会｣
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